
第17回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

個 別 注 記 表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

弁護士ドットコム株式会社

上記の事項は、法令および当社定款の規定に基づき、当社ホームページ

（https://www.bengo4.com/corporate/）に掲載することにより、株主の皆様に提

供しております。
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個別注記表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

①関連会社株式………………移動平均法による原価法により評価しております。

②その他有価証券

市場価格のない株式等…移動平均法による原価法により評価しております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 ……… 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用して

おります。

２．固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産（リース資産を除く) … 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ６年～15年

工具、器具及び備品 ３年～15年

(２)無形固定資産（リース資産を除く)……定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

特許権 ８年

商標権 10年

自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年以内）

３．引当金の計上基準

貸倒引当金 …………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

４．収益及び費用の計上基準

当社はメディア事業およびIT・ソリューション事業を主な事業とし、メディア事業では、主に法律相

談ポータルサイト「弁護士ドットコム」および税務相談ポータルサイト「税理士ドットコム」を活用し

たサービスの提供を行っております。また、IT・ソリューション事業では、主にWeb完結型クラウドサ

― 1 ―

2022年05月27日 11時44分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



ービス「クラウドサイン」を提供しております。

（１）弁護士支援サービス

主に、法律相談ポータルサイト「弁護士ドットコム」を活用した集客支援サービスを提供しておりま

す。当社は、弁護士事務所との間で締結した役務提供契約に基づく期間にわたり専用ページを掲載する

義務を負っており、当該契約期間にわたって専用ページを掲載することで履行義務を充足し、収益を認

識しております。また、約束された対価は当該履行義務の充足時点から概ね１ヶ月で支払いを受けてお

り、対価の金額に重大な金融要素は含まれておりません。

（２）有料会員サービス

有料登録を行った会員に対して、法律相談ポータルサイト「弁護士ドットコム」に投稿されたすべて

の質問への弁護士回答を閲覧可能にするサービスを提供しております。当社は、有料登録を行った会員

に対して、プレミアムサービス利用規約に基づく閲覧サービスを契約期間にわたり提供する義務を負っ

ており、当該契約期間にわたって閲覧サービスを提供することで履行義務を充足し、収益を認識してお

ります。また、約束された対価は当該履行義務の充足時点から概ね１ヶ月で支払いを受けており、対価

の金額に重大な金融要素は含まれておりません。

（３）税理士支援サービス

主に、税務相談ポータルサイト「税理士ドットコム」を活用し、税理士事務所に対して顧客を紹介す

ることを履行義務としております。パートナー税理士と顧客が契約を締結した時点で履行義務が充足さ

れることから、当該時点で収益を認識しております。また、約束された対価は当該履行義務の充足時点

から概ね１ヶ月で支払いを受けており、対価の金額に重大な金融要素は含まれておりません。

（４）広告その他サービス

主に、各種媒体に顧客の広告を掲載することで広告収入を得ております。当社は、顧客との契約に基

づく期間にわたり広告を掲載する義務を負っており、当該契約期間にわたって広告を掲載することで履

行義務を充足し、収益を認識しております。また、約束された対価は当該履行義務の充足時点から概ね

１ヶ月で支払いを受けており、対価の金額に重大な金融要素は含まれておりません。

（５）IT・ソリューションサービス

主に、Web完結型クラウドサービス「クラウドサイン」を提供しております。当社は、クラウドサイ

ンサービス利用規約に基づきサービスを提供する義務を負っており、契約期間にわたりサービスを提供

することで履行義務を充足し、月額サービスについてはプラン内容や提供機能に応じた月額固定金額

を、従量サービスについては送信件数に単価を乗じた金額を、収益として認識しております。また、約

束された対価は当該履行義務の充足時点から概ね１ヶ月で支払いを受けており、対価の金額に重大な金

融要素は含まれておりません。

（会計方針の変更に関する注記）

１．収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

なお、収益認識会計基準等の適用による損益に与える影響はありません。
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また、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定める経過的

な取扱いに従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類へ

の影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）

１．繰延税金資産の回収可能性

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 96,961千円

（２）計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①算出方法

当社は、過去（３年）および当期のすべての事業年度において課税所得が安定的に生じており、

かつ、当事業年度末において近い将来に経営環境に著しい変化が見込まれないこと等から、スケ

ジューリングされた一時差異による繰延税金資産を全額回収可能と見積もっております。

②主要な仮定

当事業年度末において、近い将来に経営環境に著しい変化が見込まれないことを主要な仮定とし

ております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、経営環境

に著しい変化が生じた場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の回収可能額に重要

な影響を与える可能性があります。

２．貸倒引当金の計上

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

貸倒引当金 37,847千円

（２）計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①算出方法

一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認められる額を、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

②主要な仮定

一般債権の算出に用いた主要な仮定は、過去の貸倒実績率であります。貸倒懸念債権等特定の債

権については、決算期末（四半期決算を含む）において一定期間回収が遅延している取引先等に

対する債権を滞留債権とみなし、個別に回収不能見込額を見積り引当金を計上しております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

取引先の財政状態が予想を大幅に超えて悪化し、その支払能力が著しく低下した場合、追加引当

処理が必要となる可能性があります。
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（追加情報）

会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、当社は、在宅勤務やオンライン営業、オンラインセミナー

の開催等、状況に応じ安全に配慮した形で事業活動をしております。これによる当社全体の業績に与え

る影響は軽微と考えており、把握している影響については2023年３月期通期業績見通しに反映しており

ます。今後、さらに深刻化、長期化する等、状況が悪化した場合には、現在把握していないリスクが新

たに生じることにより、当社の業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

１. 有形固定資産の減価償却累計額 51,009千円

２. 関係会社に対する金銭債権・債務

関係会社に対する短期金銭債権 97,707千円

関係会社に対する短期金銭債務 47,205千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高 321,696千円

販売費及び一般管理費 157,602千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 22,264,500株

２．当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 101,259株

３．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

４．当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の

目的となる株式の数

普通株式 736,100株
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 11,588千円

貸倒損失 3,277 〃

減価償却費 52,086 〃

未払事業税 21,764 〃

未払事業所税 2,179 〃

資産除去債務 2,877 〃

未払賞与 8,342 〃

投資有価証券評価損 11,060 〃

未払金否認額 4,102 〃

その他 2,586 〃

繰延税金資産小計 119,864 〃

評価性引当額 △22,903千円

繰延税金資産合計 96,961千円

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用に関しては、短期的な預金等に限定し、また金融機関からの資金借入およびデリバ

ティブ取引に関しては行わない方針であります。

（２）金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては管理部にお

いて、取引先ごとに期日管理および残高管理を行っております。

営業債務である未払金および未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。これ

らの営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、月次に資金繰計画を作成・更新することによ

り、手元流動性の維持を図り、流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

現金については注記を省略しており、預金、売掛金、未払金、および未払法人税等については、短期

間で決済されるため時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。また、市場価

格のない株式等（貸借対照表計上額 投資有価証券3,874千円、関係会社株式49,000千円）については

記載をしておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
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レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま

す。

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

該当事項はありません。

（持分法損益等に関する注記）

１．関連会社に関する事項

関連会社に対する投資の金額 49,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 78,249千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 28,961千円

２．開示対象特別目的会社に関する事項

当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。

（関連当事者との取引に関する注記）

１．関連会社等

種類

会社等の

名称また

は氏名

議決権等

の所有

（被所有）

割合

関連当事者との関係
取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役員の兼

任等

事業上の

関係

関連会社

SMBCクラ

ウドサイ

ン株式会

社

所有

直接

49.0％

―

当社サー

ビスの提

供

当社サー

ビスの提

供

（注）

321,696 売掛金 97,707

販売手数

料

（注）

157,602 未払金 47,205

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）当社サービスの販売価格および販売手数料の決定方法は、当該取引に係る公正な価格を勘案し

て、当事者間取引による価格交渉の上で決定しております。
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２．役員及び個人主要株主等

種類

会社等の

名称また

は氏名

議決権等

の所有

（被所有）

割合

関連当事者との関係
取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役員の兼

任等

事業上の

関係

主要株主

が議決権

の過半数

を所有し

ている会

社等

弁護士法人

Authense

法律事務所

なし １名

当社サー

ビスの提

供

当社サー

ビスの提

供

（注）

10,430

売掛金

前受金

2,700

191

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）当社サービスの販売価格の決定方法は、当該取引に係る公正な価格を勘案して、当事者間取引に

よる価格交渉の上で決定しております。

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計
メディア

IT・

ソリューション
計

弁護士支援サービス 2,327,559 ― 2,327,559 2,327,559

有料会員サービス 602,246 ― 602,246 602,246

税理士支援サービス 605,118 ― 605,118 605,118

広告その他サービス 219,256 ― 219,256 219,256

IT・ソリューションサービス ― 3,123,060 3,123,060 3,123,060

顧客との契約から生じる収益 3,754,180 3,123,060 6,877,241 6,877,241

その他の収益 ― ― ― ―

外部顧客への売上高 3,754,180 3,123,060 6,877,241 6,877,241

２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記） ４．収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等

当事業年度（千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

売掛金
774,315

顧客との契約から生じた債権（期末残高）

売掛金
1,015,467

契約負債（期首残高）

前受金
77,911

契約負債（期末残高）

前受金
151,559

契約負債は、主に、履行義務の充足に伴って収益を認識する契約について、顧客から受け取った前受

金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、77,911千円で

あります。

（２）残存履行義務に配分した取引価格

当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想さ

れる契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。残存履行義務に配分した取引

価格の総額および収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。なお、顧客との契約から

受け取る対価の額に、取引価格に含まれていない重要な変動対価の額等はありません。

当事業年度（千円）

１年以内 9,504

１年超２年以内 9,504

２年超３年以内 9,504

３年超 8,712

合計 37,224

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額

108円17銭

２．１株当たり当期純利益金額

31円56銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（その他の注記）

該当事項はありません。
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